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は じ め に

本報告書は、財団法人運輸政策研究機構が千葉県からの委託を受けて実施 し

た 「成田新高速鉄道事業化推進に関する調査」の成果をとりまとめたものであ

る。

成田空港は、我が国の国際線乗 り入れ空港のなかで着陸回数、乗降客数など

で過半数を占め、首都圏だけでなく日本の “空の表玄関"と しての重要な役害J

を担つている。その一方で、空港と東京都心との間は鉄道・バスなどで結ばれ

ているが約 1時間を要 してお り、アクセスの速達性の向上が課題 となっている。

成田新高速鉄道は、空港と東京都心との間を最短ルー トで直結する路線であ

り、運輸政策審議会答申第 18号において目標年次 (2015年 )までに開業

することが適当である路線 とされた。

本調査は、成田新高速鉄道の事業化に向けて、事業内容の具体化を図るため、

需要予測、路線計画、概算事業費、収支採算性など、鉄道整備についてハー ド・

ソフ トの両面から検討を行つたものである。

なお、検討を進めるにあたっては、千葉県が事務局となり、国、地元自治体、

鉄道事業者などの関係者で構成する「成田新高速鉄道事業化推進検討委員会」

においてご討議いただいた。また調査の一部は (株)企画開発、パシフィック

コンサルタンツ (株)の ご協力をいただいた。

本報告書刊行にあたり、ここに厚く感謝の意を表する次第である。

平成 13年 3月

財団法人 運輸政策研究機構

会 長  根 本 二 郎
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第 1章 調査の概要

1.1調 査 の 目 的

成田空港平行滑走路の供用開始に伴 う空港機能の拡充を踏まえ、空港 と東京
都心との間の速達性向上等をはかるため、成田新高速鉄道の整備が喫緊の課題
となってきてぃることから、事業化推進のために必要な検討をハー ド・ ソフ ト
両面から行 う。

1.2調 査 項 目 と 調 査 の フ ロ ー チ ャ ー ト

調査項 目を以下に、調査 のフローチャー トを次頁に示す。

(1)整 備の必要性
(2)整 備の方針
(3)整 備方式の検討
(4)路 線計画の検討
(5)運 行計画の検討
(6)路 線の概略検討
(7)概 算事業費の算出
(8)需 要予測
(9)費 用便益分析
(10)収 支採算性の検討

(11)事 業化に際 しての課題整理

-1-



【既存調査結果】
・輸送需要
・運行計画
・事業主体
・整備課題
・他路線の状況

路線計画の検討

(概算事業費・到達時分等による

比較評価・選定)

運行計画の検討

概算事業費の算出

費用便益分析

収支採算性の検討

事業化に際しての課題整理

L.:

調査フローチヤー ト
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参考 :印施日本医大～成田空港間の鉄道計画についての経緯

昭和 41年  7月

昭和 44年 11月
昭和 46年  4月

昭和 47年 11月
昭和 49年  2月
昭和 53年  5月
昭和 56年  5月

昭和 57年  5月

昭和 59年 11月

昭和 60年  7月

昭和 62年 4月

昭和 63年  6月

昭和 63年 10月
平成 3年  3月

平成元年度～ 6年度

平成 11年 12月
平成 12年  1月

平成 12年  7月

新東京国際空港の位置決定に伴う施策の中で「東京 。新空港間に高速電車

を運行」が閣議決定される。

京成電鉄、京成成田～成田空港間の免許取得

新東京国際空港と都心を結ぶ鉄道アクセスとして成田新幹線基本計画が

決定される。

京成電鉄、京成成田～成田空港間の工事完了

成田新幹線工事着手。その後、沿線住民の反対等もあり凍結

京成本線、京成成田～成田空港 (現東成田)間の開業
空港利用者の増加に伴い良質な空港アクセスとして空港と都心を結ぶ鉄

道の建設が急務となる。一方、千葉県北西部のニュータウン等の開発の進

捗に伴い、通勤・通学輸送の足の確保が緊急の課題となり、このための鉄

道の整備とあわせ空港アクセスを解決する成田新高速鉄道の構想が出さ

れ、新東京国際空港アクセス関連高速鉄道調査委員会 (運輸省鉄道監督局

長の諮問機関、委員長八十島義之助)力 発`足

同委員会は、実現可能性の高い案として、A案ルー トtB案ルー ト、C案
ルァ トの 3案を提唱 (いずれを選択するかについて判断を下さなかった)
運輸省は、良質な空港アクセスと千葉県北西部の地域開発効果を持つ「B
案ルー ト」を推進することとした。

運輸政策審議会の答申で、昭和 75年 (平成 12年 ).までに整備すべき路
線として「B案ルー ト」が盛り込まれる。
日本国有鉄道改革法等施行法 (附則第 32条第 2項)の施行に伴い、成田
新幹線基本計画は失効する。

運輸省は、暫定措置として、既存の鉄道路線である」R東 日本成田線及び
京成電鉄空港線が、旧新幹線施設を利用して空港ターミナルヘ乗 り入れる

こと。また、B案ルー ト実現のための調査を行 うとの石原運輸大臣声明を
発表

鉄道施設の建設を目的として成田空港高速鉄道 (株 )が設立される。

同社による工事が完成して、」Rと 京成電鉄による空港ターミナルヘの乗
り入れが実現

成田空港高速鉄道 (株)によるB案ルー ト (印藩松虫 (仮称)～成田空港間 )
の調査実施

暫定平行滑走路の着工

運輸政策審議会の答申で、2015年 までに開業することが適当である路
線として位置付けられる。

北総 。公団線、印西牧の原～印藩日本医大間の開業     '

-5-
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(5)中 間駅の設置

成田新高速鉄道は、成田市及び千葉ニュータゥンからなる業務核都市の幹線軸を形
成することが期待される。そこで、この鉄道の整備により業務核都市としての一体性
を確保 し、更には新駅を設置することで、両地域の都市機能の強化・利便性の向上を
図るとともに、所要の運行本数を確保するためには行き違い施設の整備が適当である
ことから、印藩 日本医大駅から成田空港駅間の途中 (成田市内)に 中間駅を設置する
ことが必要と考えられる。

(6)環境に対する配慮

本路線ルー トが想定されている印藩沼一帯は、千葉県立印藩手賀自然公園地域に指
定されているため、鉄道整備にあたっては、環境に配慮 しつつ推進する必要がある。

3.2成田新高速鉄道整備の目標年次

成田新高速鉄道はできる限り早期に整備することが望ましいが、具体的な整備計画
を検討すると、下表のとお り平成22年度が最短の整備時期になると考えられる。

注)このスケジユールは事務局で想定したもので、実施にあたっては精査を要する。

開業までのスケジュァル

鉄道事業法
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第 4章 整備方式

4.1整備方式と上下分離方式の事業主体

従来の鉄道事業者は、 1種事業者 (事業主体が鉄道施設を整備
。所有して、その運営

管理を行 うもの)が一般的であつた。 しかし、他の事業主体 (3種事業者)が整備 した

施設で別の事業主体 (2種事業者)が列車運行を行 ういわゆる上下分離方式による鉄道

整備がより効率的となるケースが出てきている。

現在の成田空港アクセス鉄道も、上下分離方式として成田空港高速鉄道 (株)の施設

を用いて、」R東 日本、京成電鉄が列車運行を行つている。

成田新高速鉄道の整備方式について、上下分離方式と上下一体方式を比較する
と下表

のようになる。

古
ロ

式方 上 下 分 離 方 式 上 下 一 体 方 式

整 備 主 体 新たな第ニセクター

成田空港高速鉄道 (株 )

都市基盤整備公団

。新たな第ニセクター

運 行 主 体 京成電鉄 (株 )、 北総開発鉄道 (株 ) 整備主体と同一

資 金 調 達 整備主体である第ニセクター等に、

自治体等による出資及び既存助成制

度による国 。自治体からの補助金の

投入が出来る。     _

。事業主体である第ニセクターに、

自治体等による出資及び既存助成

制度による国。自治体からの補助金

の投入が出来る。

整 備 期 間 。新たな第ニセクターを設立する場合

には、その合意形成、手続き、整備

着手までに時間を要する。

・整備主体に既存事業者を活用する場

合には、整備着手までの期間を短縮

できる。           _____

新たな第ニセクターを設立する場

合には、その合意形成、手続き、整

備着手までに時間を要する。

経営の効率化

価評

。新たな第ニセクターを設立する場合

には、既存事業者に比べて効率が劣

る可能性がある。

・整備主体に既存事業者を活用する場

合には、運営の効率化が期待できる。

。新たな第ニセクターを設立する場

合には、既存事業者に比べて効率が

劣る可能性がある。

・運行主体は整備資金の調達をすう必

要がなく、既存の民間事業者の参入

の同意が得やすい。

・整備主体に既存事業者 を活用する場

合には、早期整備の可能性がある。

―

主体設立までに時間を

要し、本路線整備の緊急性に即応 し

ない恐れがある。

式方備整の道鉄速新田成

注)上下一体方式 としては、
主体になることもありう

既存の鉄道事業者 (京成電鉄 (株 )、 北総開発鉄道 (株 ))が事業

るが、補助金の投入が困難であり現実的ではない。

上記の比較のとお り、本路線の整備方式としては、事業参入の容易性及び経営
の効率

性等を勘案すると上下分離方式による整備が適していると考えられる。
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4.2上下分離方式の運行主体

(1)優等列車 (スカイライナータイプ)

優等列車の運行は都心 (上野)か ら成田空港を直結すること及び既存の成田空港高
速鉄道 (株)の施設を」R東 日本と共同で利用することを前提 とする。
そこで、優等列車の本来の目的である成田空港と都心とのアクセスとしての速達性

の向上を考慮すれば、本路線の優等列車は現在のスカイライナーの経路を本路線経由

に変更して運行することになる。

このような列車運行を前提にするとスカイライナーの運行主体である京成電鉄(株 )

が本路線の優等列車の運行主体になることが妥当と考えられる。

(2)非優等列車

本路線を運行する非優等列車としては、空港 と東京都心との間の速達性を確保する

ためには新たに京成や北総 。公団線内について主要駅以外を通過する一般特急を運行

することが望ましいと考えられる。

ただし、新線区間のアクセス性を確保するため、印藩 日本医大駅以東は中間駅にも

停車する。

運行主体 北総または京成 北総または京成

運行パターン
(特急 ) (特急 ) (各停 )

成田新高速鉄道一般特急列車の運行主体・運行パターン

成
田
空
港

印
藩
日
本
医
大

京
成
高
砂

都

心

― H―



なお、一般特急列車の運行主体の比較は下表に示す とお りである。

上記の比較のとお り、一般特急列車の運行主体は、車両の増備や運転手等の増員な

どが生じ、経営上の負担を伴 うことから、より広域的なネ ットワークを持つ京成電鉄

(株)に よる運行が適当と考えられる。

一般特急列車の運行主体の比較

鉄電成一思 北 総 開 発 鉄 道

列車 の運行 管理 京成高砂から印格 日本医大間に北

総運行の列車と京成運行の列車が

混在する。この区間の運行管理は、

一元的に行 う必要がある。

京成高砂から成田空港間に北総運行

の列車と京成運行の優等列車が混在

する。この区間の運行管理は、一元

的に行 う必要がある。

乗 務 員 の 管 理 京成上野 (押上)か ら成田空港間
は、一貫して京成電鉄の運行とな

るため、乗務員の交代は不要であ

る。また、起終点は何れも京成電

鉄の管理駅であり、乗務員の運用

上の問題は少ない。

・京成高砂駅において乗務員の交代が

必要になる。

・成 田空港駅には、北総開発鉄道の乗

務員の詰所等施設が新たに必要 とな

る。

リ ス ク の 負 担 京成が 2種事業者 として、車両の

購入や、運転手などの増員を行 う。

また、線路使用料及び運行経費を

負担する。

。北総が 1種または 2種事業者 として
車両の購入や、運転手などの増員を

行 う。また、線路使用料及び運行経

費を負担する。

線 路 使 用 料 ・北総 。公団線内を京成が 2種事業
者 として運行するため、収入 。経

費の割 り振 りや線路使用料につい

て調整する必要がある。

。北総 。公団線内を京成が 2種事業者
としてスカイライナーを運行するた

め、線路使用料について調整する必

要がある。
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4.3上下分離方式の整備主体

本路線を、上下分離方式を採用 して整備する場合には、整備主体として、新たな第二

セクター、成田空港高速鉄道 (株 )等 が考えられる。

整備主体については、今後も調整を行 う必要があるc

成田新高速鉄道整備主体の比較

新たな第ニセクター 成田空港高速鉄道 (株 ) 者「市基盤整備公団

長  所 既存の公的助成 (ニ ュ
ータウン鉄道等補助 )
の適用の可能性があ

る。

。既存の公的助成 (ニ ュータ

ウン鉄道等補助)の適用の
可能性がある。
。既存の事業者 を活用す る
ことで早期整備が可能で

ある。

印藩 日本医大駅から次
の駅についてはニュァ

タウン鉄道等補助の適

用が可能である。

課題等 新たな三セクを設立

す るために時間を要

する。

。既存 の公 的助成 の適用 を

受けるためには、自治体等
の公 的機 関 の出資比率 を

50%以 上 にす る必 要が あ
る。
。現在 の出資者 の コンセ ン

サスを得る必要がある。

都市公団が実施するた

めには、多くの調整事

項があり、時間を要す

る。

評  価 出資及びその他の資

金調達の 目途がつ け

ば可詣性がある。

。現在の出資者の同意が得
られ、増資及びその他の資
金調達の 日途がつけば可

能性がある。

・空港アクセス鉄道を都

市公団が整備すること

は難 しい。
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第 5章 路線計画

5.1『印施日本医大～土屋間』の検討

(1)ルー トの設定

成 田新高速鉄道『 印藩 日本医大駅～土屋間』については、以下
の検討条件 を

踏まえ、3つ のルー トを設定 した。

1)基 本条件

成 田新高速鉄道 は、成 田空港アクセス鉄道 としての速達性 を確保す るため、

時速 130kmに 対応す るよ うなルー ト設定を基本 とす る。

また、検討ルー トの線形設定にあたつては、可能な限 り良好な平面線形

縦断線形 を確保す るもの とす る。

2)線形条件
① 既存の河川 。道路等 については、できる限 り直角で交差す るもの とし、印

藩沼 を横断す る際 は、最短距離 で通過す るもの とす る。 また、鉄道
。道路

(都 市計画道路 も含む )と の交差は、建築限界 を道路 5m。 鉄道 6mを確保

す るものとす る。

② 住宅地近隣の通過 は平面計画上、やむ を得ない場合 に限 ることとし、特に

堅牢な建物 を回避す ることとす る。

③ 学校、公共施設、神社・仏閣、埋蔵文化財等の位置 を確認 しなが ら、極力

ルー ト上を通過 しない よ う考慮す る。

3)地 盤条件
地盤条件 を確認 しなが ら、比較的良好 な地盤 を選択 してルー トを選定す る。

4)駅 設置条件

駅位置の設定については、用地取得、需要の創 出
。確保、既存鉄道 との乗

り換 え利便性 な ど様 々な観点か ら慎重な検討 をす る必要がある。
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設定 した 3ルー トについて、各ルー トの特徴 を以下に整理す る。

ルー トの特徴

①案 北側ルート
。印 藩 日本 医 大 駅 よ り印 椿 沼 北 部 を通 過 す る延 長 約
12.lkmの ルー トである。
・水 田地帯を通過す る割合が多い。

②案 中央ルー ト

。印藩 日本 医大駅 よ り印藩沼 中央 部 を通過す るル ー ト
で、延長は 3案 中最短の約 10.7kmで ある。
・ 印藩 日本 医大駅 か ら印格沼横 断部 にか けては丘 陵地
で、印藩 日本 医大駅側 の約 2kmは都 市計画道 路 (印
3.1.2)と 並走す る。

③案  南側ルー ト

印藩 日本医大駅 よ り印藩沼南部、成 田ニュー タ ウン中
央部 を通過す るルー ト。延長 は 3案 中最長の約 12.3km
である。
ルー トの大半が起伏 の大 きい丘陵部 で、特 に印藩 日本
医大駅 か ら印藩沼中央ツト水路間は、地形 の起伏 が激 し
い。 また、成 田ニュータウンを横断す ることとな る。
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5.2『 土屋～成田空港間』の検討

(1)単線並列 (案 )と 二線軌条 (案 )に ついて

成 田新高速鉄道『土屋～成 田空港駅間』 につ いては、単線並列 (案 )と 三線軌
条 (案 )の 2案 が考 え られ、軌道構造、列車運行、施工性、事業費等 を比較 し、

実現性 のある軌道構造の検討 を行 う。

ただ し、京成線合流地点～空港第 2ビ ル駅～成 田空港駅 までは、以下 の理 由に

よ り」R線 、成 田新高速鉄道線・京成線は別線・ 別ホームでの運行 とす る。

① 軌間の相違 による安全性の問題点

」Rの 軌 間 (1,067mm)と 京成の軌 間 (1,435mm)の 相違 によ り軌道 中心 と

ホーム との離隔が異な るため、車両 とホームの間に大 きな隙間が生 じ、落下

の危険性がある。

線路の両側 に各 々の車両 に対応 したホームを設置 すれ ば、乗客の安 全

な乗降を確保で きるが、ホームが片側だ けで は どち らか車両 に大 きな

隙間が生 じて しま う。

② 旅客扱い・サービス上の問題点 (空港第 2ビル駅 。成田空港駅 )

異なる事業者が同一ホームを使用するため、行先や列車種別等が複雑にな

り利便性が劣る。また、自動券売機や改札機等の駅務機器や案内表示システ

ム等列車運行に関する設備の改良が必要となる。

③ ダイヤ編成 。運行管理上の問題点

運行本数、列車種別、停車時間等ダイヤ編成上の調整事項が多くなる。
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第 6章 運行計画

6.1運行本数の設定

運行 計画及び配線計画の前提 となる需要の検討結果 を踏 まえ、 ピー ク時にお け

る成 田新高速鉄道、京成本線及び北総 。公団線 の運行本数 の設定を行 う。

(1)ピ ーク時 に お ける現在 の運 行本 数
ピァ ク時 にお いては、新 高速線 経 由のスカイ ライナー タイプ (SKLタ イ プ )
及 び京 成 本線 経 由の一般 特急 につ いて は航 空旅 客 及 び 空港 従 業 者 の 下 り方 向

の需要 、北総・公 団線 につい て は都 心へ の通勤 。通学客 の上 り方 向の需要 に対

応 で き る運行 本数 を設定す る必要 があ る。

そ こで、現在 の ピー ク時 にお け る運行本数 をみ る と、下表 の とお り、下 り方

向は、京成 電鉄 のスカイ ライ ナー が 2本 (30分 間隔 )、 一般 特急 が 3本 (20分
間隔 )、 」R東 日本 の成 田エ クス プ レス (N'EX)が 2本 (30分間隔 )、 快速
が 1本 (60分 間隔 )、 上 り方 向 につ いては、北総 開発鉄道 の急行 が 3本 (20分
間隔 )、 各駅停 車 が 6本 (10分 間隔 )と なってい る。

ピーク時における現在の運行本数 と輸送力

方 向 事 業 者 名 列 車 種 別 運 行 本 数 運 転 間 隔 編成 両数 輸送力

下 り

京成 電 鉄

SKL 2本 /時 3o分 間隔 8両編成 864人 /時
一般 特 急 3本 /時 20分 間隔 8両編成 3,048人 /時
計 5本 /時 3,912人 /時

JR東 日本

N'EX 2本 /時 30分 間 隔 12両編成 1,040人 /時
快  速 1本 /時 60分 間隔 15両編 成 2,212人 /時
計 3本 /時 3,252人 /時

上 り
北総開発鉄道

(北 総 。公 団線 )

急  行 3本 /時 20分 間隔 8両編 成 3,360人 /時
各  停 6本 /時 10分 間隔 8両編成 6,720人 /時
計 9本 /時 10,080人 /時

-25-



(2)運 行本数の設定
1)運 行本数の設定方針

① 成 田新高速線経 由スカイ ライナー タイプ

・ ピー ク時 にお ける需要 (下 り方向)に 対応 できる運行本数 とす る。
・空港利用者 と りわ け航 空旅客に対 して、フ リー クエ ン トサー ビスを確保す

る。

② 成 田新高速線経 由一般特急

・ ピー ク時 にお ける需要 に対応 できる運行本数 とす る。

・空港利用者だけでな く、今後発 生す ると思われ る北総 。公団線 か ら空港従

業者 に対 して、 フ リークエ ン トサー ビスを確保す る。

・業務核都 市 を形成す る成 田市 と千葉ニュー タウンの両地域間の連絡性 を確

保す る。

③ 京成本線経 由一般特急

・ ピー ク時 にお ける需要 に対応 できる運行本数 とす る。

京成本線沿線 (乗 り継 ぎ含む)か らの空港 アクセス機能 を確保す る。
現行 の通勤 。通学輸送 を中心 とした通常輸送 としての機 能 を確保す る。空

港従業者だけでな く、東京方面への輸送力 を確保す る。

④ 北総 。公団線

。千葉 ニュー タ ウンの熟成 に対応 しつつ、輸送力、都 心への所要時分等 の旅

客サー ビスを確保す るもの とす る。

2)運行本数の設定

なお、成 田新高速線経 由スカイ ライナー タイプ、一般特急、京成本線経 由一

般特急 については、オフピー ク時 において もフ リー クエ ン トサー ビスの観点 か

ら、 ピー ク時 と同様 の運行本数 を確保す る。

ピーク時における運行本数

方

向
経  由 列車種別

断面輸送

人員

(H27年 度 )
運行本数 編成 両数 輸送力

乗車

効率

ピー ク時

最大断面

下

り

成 田

新 高速線

SKLタ イ プ
1,520人
/時
3本 /時 10両 編成

1,656人
/時

920/O
日暮 里
→ 空 港 第 2ビ ル

一般特急
1,940ノ、

/時
3本 /時 8両編成

3,048人
/時
64% 成 田 NT北 新 駅

→ 空 港 第 2ビ ル

京成本線 一般特急
2,180人
/時
3本 /時 8両編成

2,540人
/時
86% 京 成 成 田

→ 空 港 第 2ビ ル

上

り

成 田

新高速線
一般 特急

17,480ノ｀

/時

3本 /時 8両編成
13,128人
/時
133% 新 柴 又→ 京 成 高砂北総 。

公団線

急  行 3本 /時 8両編成

各  停 6本 /時 8両編成
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6.2 運行形態の設定
(1)運 行形態の設定方針
現行 の運行形態 を踏まえ、成 田新高速線経 由及び京成本線経 由の運行形態 の

設定を行 う。

スカイ ライナー タィプについては、京成上野、成 田空港 を起終点 とし、成 田

新高速線経 由の運行 とす る。一般特急 については、現行 の京成本線 の運行形態

を踏 まえ、何れ も京成上野、都営浅草線 の両都心方面 と成 田空港間の運行 とす

る。

なお、北総 。公団線 については、現行の運行形態 を確保す るもの とす る。

(2)運 行形態の設定
① 成田新高速線経由
スカイライナータィプ

ー般特急

京成上野～成 田新高速線～成 田空港

都心 (京 成上野・都営浅草線 )～ 成 田新高速線～成 田空港

成 田新高速線経 由に変更 し、廃止 とす る。

都心 (京 成上野・都営浅草線 )～ 京成本線 ～成 由空港

都営浅草線～北総 。公団線 内

②  京成本線経 由
スカイ ライナー

ー般特急

③  北総 。公団線
急行・各駅停車

6.3 停 車 駅 の 設 定
(1)停 車駅の設定方針
現行の停車駅等 を踏 まえ、成 田新高速線経 由の停車駅の設定 を行 う。
スカイ ライナータイ プについては、都心 と空港 との間の速達性 を確保す るた

め、現行 と同様 の最小限の停車駅 を設定す る。

一般特急 については、都心 と空港 との間の速達性 を確保す るとともに、利 便

性の面か ら停車駅 を設定す る。

なお、新線 区間については、需要の見込める成 田ニュー タウンの北部 に中間

駅の設置 を想定す る。

(2)停 車駅の設定

①  スカイ ライナー タイプ
京成上野、 日暮里、空港第 2ビ ル、成 田空港 とす る。

②  一般特急
・京成線 内一現行 の一般特急停車駅 と同様、京成上野、 日暮里、青砥、京成 高

砂 とす る。

・新鎌 ヶ谷 …新京成線 、東武野 田線 との接続駅であ り、駅勢圏利用者以外 に乗

換 え客が見込め る。

・ 千葉 NT中 央 一千葉ニュー タ ウンの業務核都市であ り、企業、住宅が多 く、
空港利用者以外 に通勤・通学の利用者が見込 める。
・印藩 日本 医大二北総 。公団線 か ら成 田空港へ向か う最終乗換 え駅 である。
・成 田NT北 新駅…成 田ニュータ ウンの通勤 。通学の利用者が見込 める。
◆成 田空港高速線 内…現行 の一般特急停車駅 と同様、空港第 2ビル、成 田空港
とす る。

FTTll
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6.4配線計画の検討
(1)配 線計画の設定条件

以下の条件 を踏 まえ、概略の運行 ダイヤを想 定 し、配線計画 を行 う。

・スカイライナータイプは、速達性 の観点か ら都 心 と成 田空港 との間を 30分

台で結ぶ もの とす る。

・最高速度 は、京成上野駅か ら京成高砂間は現行 通 り、京成 高砂駅 か ら空港

第 2ビ ル駅 はスカイラ イナー タイプが 130km/h、 一般特急が 120km/h、 空港

第 2ビ ル駅か ら成 田空港駅 は現行通 りとす る。
。一般特急列車の駅や信号所 での待避時間は極力最小 とす る。

・成 田空港での使用 ホー ムは、列車種別・行先別 の専用ホーム とす る。

・ スカイ ライナー タイプの終端駅 の折返 し時分は、車内清掃 を必要 とす るた

め最低 10分 とす る。一般特急 の折返 し時分 は、同一乗務員 とす るため最低

5分 とす る。

(2)配 線計画

①  北総 。公団線 区間
。東松戸駅 …非優等列車 を待避 させ るため、現況の島式 1

線 とす る。

・新鎌 ヶ谷駅…非優等列車を待避 させ るため、現況の島式

線 とす る。

。小室駅・・:速度 を向上 させ るため、現況の島式 1面 2線 を相対式 2面 2線 とす る。

・印西牧の原駅…非優等列車 を待避 させ るため、本線への渡 り線 を設置す る。

・印藩 日本 医大駅…非優等列車の引上 げのため、引上線 を 2線 設置す る。

新線 区間

印藩 日本医大駅 か ら成 田NT北 新駅 までの間は複線 、成 田NT北 新駅 か ら土屋

までの間は単線 とす る。

成 田NT北 新駅…一般特急列車 を待避 させ るため、また、非常時 の待避機能 を

確保す るため、島式 2面 4線 とす る。

成 田空港高速線 区間

根古屋…列車すれ違いのため、成 田 NT北 新駅 と空港第 2ビ ル駅 とのほぼ中間

地点に信号所 を設置す る。

空港第 2ビル駅…ボ トルネ ック とな る京成合流地点か ら成 田空港の線路容量

を確保す るため、列車のすれ違い設備 を設 け、現況の単式 1面 1線 か ら変則 島

式 1面 2線 とす る。基本的に同種別の列車がすれ違 うもの とす る。

成 田空港駅一方向別 ホーム (成 田新高速線 ホー ム・京成本線 ホー ム)と し、島

式 1面 2線 (成 田新 高速線専用 )に京成本線専用 の単式 1面 1線 を増設す る。

面 2線 を島式 2面 4

1面 2線 を島式 2面 4

②

．

③
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第 7章 路線の概略

7.1北 総・公団線区間 (京成高砂～印施 日本医大間 )

スカイライナー タイプの高速運転 に対応 して、 130km/h運 転 が可能 となるよ

うに、曲線半径 、緩和曲線、分岐器等の線形改良 とともに、高速化、輸送力増

強 に伴 う電路・信号・保安装置の改良を行 う。

7.2新線区間 (印施 日本医大～土屋間 )

(1)平 面線形の計画条件
。新線 区間の設計最高速度は 130km/h以 上 とす る。

・学校、公共施設、埋蔵文化財 、神社仏閣、その他堅牢な建物は可能な限 り避 け

る。

・成 田ニュータ ウン北部 に新駅 を計画す る。

(2)縦 断線形の計画条件
。設計最高速度 は 130km/h以 上 とす るが、地形が大き く起伏 してい る区間につい

ては、最急勾配 を 15%0と す る。

・鉄道 との交差は桁下空頭 を 6.Om以 上確保す る。
・ 主要な道路 との交差は桁下空頭 を 4.7m以 上確保す る。
・ 印藩沼の横断部 は、景観 を配慮 しスパ ン 60m以 上の桁 とす る。

(3)ル ー トの概略検討

印格沼の横断部 については、

を渡 るBルー トの 2つ のルー ト

頁に比較表 を示す。

印藩沼 を最短で渡 るAルー ト、甚兵衛大橋付近

について検討 を行 つた。次頁にルー ト図、次 々
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新線区間のルー トの比較表

比較項 目 Aルー ト Bルー ト

路線延長

土工部 糸つ 3.Okm 糸句 2.5km (-0.5km)

高架部 糸

' 6.9km

糸勺 7.4km (+0.5km)

トンネル菩6 糸つ 0.7km 糸つ 0.5km (-0.2km)

合  計 糸勺 10.6kШ 糸り 10.4km (-0.2km)

計画上の コン トロール

ポイ ン ト

都計道 3.1.2の ルー トに沿つ

た線形 とす る。

印烙 沼 お よび 自然 公 園 地域

内 は可 能 な 限 り短 距 離 で か

つ直角方向で横 断す る。

農 業 地 域 内 は 可 能 な 限 り区

画 に沿つた線形 とす る。

埋 蔵 文 化 財 等 につ い て は可

能 な限 り避 ける。

都計道 3.1.2の ルー トに沿つ

た線形 とす る。

ルー トを直線 的 に結ぶ。

甚 兵 衛 大 橋 の 上 を長 大 橋 梁

で渡 る。

農 業 地 域 内 の水 田を斜 行 す

る。

埋 蔵 文化 財 等 につ い て は 可

能 な限 り避 ける。

平面 。縦断線形

。反 向 曲線 が連続 す る。

・ 成 田 NT北 新 駅 前 後 が 急 勾
配 とな る。

。Aル ー トよ り曲線 が少 ない。
・ 成 田 NT北 新 駅 前 後 が 急 勾
配 となる。

到達 時分 (SKLタ イ プ ) 約 5分 20秒 約 5分 10秒 (10秒 )

環境影響

評価

環境影響評価 法
。環境影響評価法 (第 1種事業 )
の適用 を受 ける。

。環境影響評価 法 (第 1種事業 )
の適用 を受 ける。

自然環境

・ 印烙沼横 断部付近では、鳥類

や 昆 虫類 の 貴 重 種 が 文 献 よ

り散見 され る。

印藩沼横 断部付近では、鳥類

や 昆 虫類 の 貴 重 種 が 文 献 よ

り散見 され る。

周辺住 民へ の影響

・ トンネ ル 出入 口付 近 に集 落

が あ り、騒音等周辺環境への

影響が懸念 され る。

騒音等周辺環境 へ の影 響 は

Aル ー トより小 さい。

景観へ の影響

印藩沼横 断部 の橋梁は、景観

上配慮が必要 とな る。

・ 甚兵衛大橋 との交差部は、高

高架 でか つ長 大橋 梁 とな り、

周 辺 の景 観 に配 慮 した構 造

とす る必要がある。

地形 。地質条件

・ 丘 陵部 と水 田部 の延 長 が ほ

ぼ同 じで ある。

・ 水 田部 (優 良農 地 )は 軟弱地
盤 が広 く分布 してい る。

丘 陵部 よ り水 田部 の延 長 が

長い。

水 田部 (優 良農地 )は 軟弱地
盤 が広 く分布 してい る。

施 工上の留意点

・ 県 立 印 格 手 賀 沼 自然 公 園 区

域内での施 工 となる。

【通過延長】

普通地域 :約 1.2km

特別地域 :約 0.2km
・農業振興地域内を通過する。

【通過延長】約 4.3km
・集落を通過す る区間が長い。

・ トンネル 出入 日付近 におい

て、集落を分断す る。

,県 立 印格 手 賀 沼 自然公 園 区

域 内での施 工 とな る。

【通過延長】

普通地域 :約 2.2km(+1.Okm)
窄宇男Jナ也均t :糸勺 0.6km (+0.4km)
,農 業振興地域 内を通過す る。

【通過延長】約 4.7km(+0.4km)
,集 落 を通過す る区間が Aル
ー トより短い。

概算事業費 (名 日価格 ) 約 732億円 絆り 720 億円 (-12億円)

※ は Aルー トとの比較 を示す。



7.3成 田空港高速線区間 (土 屋～京成合流地点間 )

(1)改 良計画の考 え方

1)」 R線

現在 、 」R東 日本 が使用 してい る根古屋信 号所 の待避線 を北側 に振 り替 え

るために、待避線用 の高架橋の新設 、軌道の敷設 、電路 。信号・保 安装置の

設置 を行 う。

2)成 田新高速線
土屋 か ら京成合流地点間において、単線軌道 を新設す る。 また、根古屋信

号所設置に伴 う待避線用の高架橋 の新設、単線軌道及び待避線 の敷設、電路・

信号 。保安装置の設置 を行 う。

7.4空 港内区間 (京 成合流地点～成田空港間 )

(1)改 良計 画の考 え方

1)京 成 合流地点 ～空港第 2ビ ル駅

線路 容量 を確 保す るた め、京成 本線 方 に向 か う上 リ トンネル の増 設 工事 を

行 う。

2)空 港第 2ビ ル駅
列車 のすれ違 いが可能 とな るよ う、上 リホームを増設す るととも

設 の改築工事を行 う。

3)成 田空港駅

駅 施

2面 3線化 に伴い、西側 に京成本線専用のホームを増設す るとともに、駅施

設の改築工事 を行 う。
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第 8章 概算事業費

8.1費 目別事業費

公団線区間の検討

。公団線区間は、配線計画を基に既存の施設状況を踏まえて、土木工事、軌道

建築工事 (ホーム上屋等 )、 電気設備工事について概算事業費を算出する。

(1)Jヒ 静念

1ヒК念

工事、

(2)新線区間の検討

新線区間は、概略ルー ト及び配線計画を基に地形、地物の土地条件を踏まえて、土

木工事 (土工部、 トンネル、高架橋 )、 軌道工事、建築工事 (駅舎の新築 )、 電気設備

工事について概算事業費を算出する。

なお、概略ルー ト上では既往で土質調査が実施 されていないために、高架橋の基礎

杭は水田部 (低地部)について杭長 40m、 丘陵部については杭長 20mと 仮定する。

(3)成 田空港高速線区間 (空港線及び空港内)の検討

成田空港高速線区間は、配線計画を基に既存の施設状況を踏まえて、土木工事 (高

架橋、 トンネル、地下駅躯体等 )、 軌道工事、建築工事、電気設備工事について概算事

業費を算出する。

8.2 その他の事業費

その他の事業費は、開業までの諸費用 として、基礎調査、環境アセスメン ト、諸手

続き費用等及び事業主体設立後における成田空港高速鉄道欄
への未使用施設の線路使

用料について、見込むものとす る。
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8.3 概算事業費

概算事業費は、概略ルー トから工事内容などを検討 し、過去の類似の工事事例を参

考として平成 12年度価格で積算 し、これを基に整備スケジュールを考慮した上で名
目価格を算出した。

概算事業費一覧表 (名 目価格 )

注 1)四捨五入 しているため、必ず しも合計と一致 しない。
注 2)名 目価格 とは建設期間中の物価騰貴や利息等を含んだ価格である。

【算出条件】

。出資金及び補助金以外の資金は、すべて有利子の借入金とした場合で算出した。

・工事単価は、これまでの施工実績等を基に施工条件等を想定して算出した。

・用地費は、地価公示価格の平方メー トル当た り単価を乗 じて算出した。

・関係機関との詳細協議は未了である。

(単位 :億円)

項 目 Aルー ト Bルー ト
①北総。公団線区間 (京成高砂～印藩日本医大間) ０

０
（
υ
つ
０

北総線区間  (京成高砂～小 室 間) 218

公団線区間  (小 室～印藩日本医大間) 86

②新 線 区 間 (印藩日本医大～土屋間) 732 720

③成田空港高速線区間 (土 屋～成田空港間) 453

空港線区間  (土 屋～京成合流地点間) ウ
‘
∩
υ

空港内区間  (京成合流地点～成田空港間)イ ンフラ部 281

インフラ外部 75

④全 区 間 (京成高砂～成田空港間) 1,489 1,477

⑤基礎調査・環境アセスメント・諸手続き費用等

⑥成田空港高速線の未使用施設の線路使用料 ワ
‘
′
ｈ
）

全事業費合計 (①～⑥の合計) 1,573 1,561

:::I事:2:9211 12180111

誦



第 9章 需要予測

9,1需要予測の方針

(1)予測対象交通

成田新高速鉄道利用者

(空港出入国旅客、空港従業者等、成田ニュータ

(2)予 測対象年次

予測の目標年次は、運輸政策審議会答申第18号の

の発着回数が22万回に達する年次である平成27年 と

ウン等沿線需要)

日標年次でもあり、また成田空港

する。ただし、発着回数20万 回の

場合 (平成22年 )についても予測を行 うこととする。

なお、平成27年以降は、成田発着枠の制約を考慮して横這いとする。

9.2 需要予測の前提条件

(1)成 田空港関連需要

1)成田空港航空需要

将来の成田空港利用者数は、第 7次空港整備七箇年計画に基づき設定した。

なお、平成 27年 における発着回数 22万回の場合の成田空港へのアクセス利用者数

は、年間利用者数 4,260万人の うち、トランジット (航空機の乗 り継ぎ)旅客を除い

た 3,915万人 (資料 :「東京圏における高速鉄道を中心とする交通網の整備に関する基本計

画策定に向けての調査」 平成 12年 3月  運輸省)と する。

(千人 )
45,000

40,000

35,000

30,000

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

0

159万人

S55S56S5フ S58S59S60S61S62S63H'「 12 FC P4郎 H6Hフ 田  Ю

資料 :実績値は「数字でみる航空」、予測値は 「第 7次空港整備七箇年計画」

注)平成 27年の 4,260万人は発着回数 22万回の値

成田空港国際線利用者数の推移 (ト ランジットを含む )
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(2)

2)成田空港従業者

将来の成田空港の従業者数は、新東京国際空港公団で推計した値を用いる。なお、

発着回数22万回の場合の平成27年 における従業者数は、平成 9年に比べて12,000人多

い52,000人 と予測されている。

成田空港従業者数の設定

平成 9年実績 平成 22年 平成 27年

発着回数 12.5万 回 20万回 22万回
空港内従業者数 39,600人 47,500ノ、 52,000メ、

注)新東京国際空港公団資料より

成田新高速鉄道沿線の人ロフレーム

成田新高速鉄道の沿線市町村の将来人ロフレームは、成田市、印西市及び白井町に

ついては、平成 7年から12年までの トレンドをもとに設定し、本埜村及び印藩村につ

いては、「整備 。開発又は保全の方針」における計画人 口を用いる。

なお、千葉ニュータウン等の地域開発による増加人 口は、過去の入居実績や開発計

画を参考に設定する。

鉄道ネッ トワーク条件

鉄道ネ ットワークは、現在事業中の路線の開業を前提 として、これに新たに成田新

高速鉄道 (印藩 日本医大～成田空港間)が整備 された場合の予測を行 うこととする。

成田新高速鉄道の運行列車としては現行 と同様の、スカイライナータイプの優等列

車と、一般特急を想定する。

両列車の所要時間は本調査で想定し、運賃料金は同一駅間について現在の京成運賃

と同額になるよう設定した。既存路線の所要時間・運賃・料金 。運行本数等は現行 と

同じとした。

なお、現行の京成本線経由のスカイライナーは廃止する。

日暮里～空港第 2ビル間の所要時間、費用の比較

種  別 経 由 所要時間 運  賃 特急料金

スカイライナータイプ 北総 。公団線 36分台 1,000円 920円

一般特急 北総 。公団線 59分台 1,000円

一般特急 京成本線 76分台 1,000円

〈参考〉

現行スカイライナー 京成本線 51分台 1,000円 920円

(3)
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9.3需要予測結果

(1)成 田空港航空旅客

1)成田空港航空旅客

下表は、成田空港航空旅客の予測結果であり、首都圏の平成27年 における航空旅客

数は、東京都で40.4千人、千葉県では12.1千 人などと予測 された。

成田空港航空旅客の予測結果

(千人/日 ・発着計 )
交通量 (千人/日 ) 構 F 比

平成 11年 平 成 27年 平成 11年 平成 27年

[1ヨ「 260 40.4 41.9% 37.7ツ

:川県 103 18.1 16.6% 169ツ

IEE〕 56 10.5 90% 9.8ツ

千葉リ 62 12.1 100% 11.3%

茨城雨部 10 2.0 1.5%
ｎ
υ

域外 13.0 24.1 21.0% 22.5ツ

合計 622 107.3 100.0% 100.0ツ

2)機関分担

下図は、成田空港航空旅客のアクセス機関ごとの利用者数の推計結果であり、鉄道

利用者は、成田新高速鉄道整備によつて5.4千人増加すると予測 された。

(千人/日、発着計 )

800            1000

H27成 田新高速なし

H27成 田新高速あり

成田空港航空旅客のアクセス機関別利用者数

国鉄道 日バス ロ自動車 日その他

-41-



］］雲］

Ｉ

Ｌ

成田空港航空旅客の機関分担



3)列車種別利用者数

図は、将来の発着回数22万回の場合における鉄道アクセスの列車種別ごとの輸送需

要を推計 したものである。

成田空港にアクセスする航空旅客の うち、スカイライナー利用者は、平成11年では

6.9千人/日 であつたが、平成27年 の成田新高速がない場合でもH.9千人と1.7倍 に増

加 している。これは、成田空港発着の航空旅客の増加によるものである。

そして成田新高速が整備 されると、スカイライナータイプは整備されていない場合

のスカイライナーよりも6.0千人増加し、新ルー トの一般特急利用者も新たに11.2千

人発生することが予想 された。

(千人/日 、発着計)

600

H27成田新高速なし

H27成田新高速あり

注)平成 H年 は、国際航空旅客動態調査、新東京国際空港アクセス実態調査を参考に、需要予測
モデルにより推計 した値である

成田空港航空旅客のアクセス列車種別利用者数

成田空港航空旅客のアクセス手菫・列車種別分担

スカイライナー

(スカイライナー

タイフ
゜
)

N'EX
新ルート

特急

京成本

線特急
」R快速 鉄道計 ノ`ス 自動車

国内線

等
計

Jll 11.1% 21.4% 10.2% 6.0ワ 48.6% 19.4% 27.3γ 4.7% 100.0ツ

127成田新高速なし 11.196 21.1% 11.0% 6.2% 48.4% 18.7% 27.9% 5.0% 100.0シ

H27成田新高速あり 16.7% 17.5% 10.4% 3.6% 5.3% 53.6% 17.6% 23.9% 5.0% 100.0ツ
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千葉西北

なし あり
成田新高速

なし あり
成田新高速 一］̈［］

］̈
回

成田空港航空旅客の路線別利用者数
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成田新高速 (印膳日本医大～成田空港 19.lkm)の 輸送人員・人キロ

平成 22年 平成27年
輸送人員

(千人/日 )

輸送人キロ

(千人キロ/日 )

平均輸送密度

(千人/日 )

輸送人員

(千人/日 )

輸送人キロ

(千人キロ/日 )

平均輸送密度

(千人/日 )

スカイライナータイプ 159 305.7 15.9 17.9 3435 17.9

一般特急 21.5 3358 17.[ 23.5 371.1 19.3

合 計 37.4 641.5 334 414 714.C 37.2

注 輸 扶 口目 キ ロは印憾 日本 医大 ～ 成 田牢港 間のみ て

成田空港アクセス利用者の他、成 田NT駅 利用者を含む

(2)成 田新高速鉄道利用者数

1)輸送人員・人キロ

航空需要及び都市内需要を含めた成田新高速 (印藩 日本医大～成田空港)の輸送人

員は、下表のとお り平成22年 (発着回数20万回)で 37.4千人/日 と予測された。
また、平成27年 (発着回数22万 回)で は41.4千人/日 と予測され、平成22年 に比ベ

て、スカイライナータイプ、一般特急のいずれも10%程度多くなっている。

る
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第 10章 費用便益分析

10.1利用者便益

成田新高速鉄道整備による便益については、成田空港航空旅客の便益に、新
ルー ト

経由の一般特急運行による千葉ニュータウン等の便益を含めた、プ
ロジェク ト全体の

便益を試算 した。

この結果、成田新高速整備による利用者便益は、プロジェク ト全体で年162億 円
と

試算されてお り、この うち時間短縮便益が104億 円と、全体の約60%以上を占めてい

る。また、利用者便益の目的別内訳では、成田空港の航空旅客における便益
が90.0億

円と全体の約56%を 占めている。
(単位 :億円/年 )

時間短縮便益 費用節減便益 混雑緩和便益 合   計

プロジェク ト全体 103.6 22 0 36.3 161.9

成田空港航空旅客 61.6 28.4 0.0 90.0

沿線旅客等 42.0 -6.4 36.3 71.9

注)プ ロジエク ト全体には、沿線の利用者を含む。

10.2費用便益比等

成田新高速線整備による費用便益比は2.36と

の社会的有効性は高いと考えられる。

、高い値が得 られてお り、プロジェク ト

注)「費用便益比≧1.0」 なら「便益≧費用」

ジェク トと評価 し得ることになる。

を意味するため、社会経済的に見て有効なプロ

10.3利用者便益の発生地分布

成田空港航空旅客の利用者便益は、

る。

また、都市内旅客の利用者便益は、

で大きくなっている。

千葉県北西部、埼玉県南部などで大きくなってい

千葉ニュータウンなど北総
。公団線沿線 と都心部

」
・

(単位 :億円 。30年計 )

利用者便益 :供給者便益 残存価値 便益計 費用計 費用便益比

プロジェク ト全体 1,937:   136 78 2, 151 912 2.36
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耳

第 11章 収支採算性

11.1第 3種事業者の収支採算性検討の前提条件

(1)事業形態

本路線及び既存区間の事業主体を鉄道事業法上の区分に従つて区間別に示す と以下
の

ようになる。

京成 1種
京成 2種

成
田
空
港

空
港
第

２
ビ

ル

印
膳
日
本
医
大
―
―
―

京
成
高
砂

北 総 2種
都市公団 3種

成田新高速

3種

(2)

北総 1種

事業費

本路線の概算事業費は、概略ルー トから工事内容を検討 し

を参考として平成12年度価格で積算し、これを基に整備スケ

名目価格を算出した。

成田空港高速 3種

、過去の類似の工事事例

ジュールを勘案 した上で

注1)出資金、補助金以外を借入金 (有矛l子 )で賄う場合の事業費

注 2)空港構内インフラ部の事業費 281億 円は含んでいない。

(3)資金フレーム

資金フレームは、既存の助成制度 (ニ ュータウン鉄道等整備事業費補助)を前提と

して、出資金、補助金、その他の資金を導入する場合を設定する。

なお、3種事業の資金フレームは、以下のケース1及 びケ
ース2について考える。

資 金 フ レ ー ム (単位 :百万円)

ケース 1 構成比 (%) ケース 21構成比 (%)

出 資 金 25,841 20.0 24,6801     20.0

補 助 金 (国 ) 15,947 12.3 15,947 12.9

補 助 金 (地方 ) 15,947 12.3 15,947 12.9

借 入 金 (無利子 ) 0 0.0 66,827 54.2

計 57,735 44.7 123,401 100.0

借 入 金 (政策投資銀 ) 35,735 27.7 0 0.0

借 入 金 (市 中銀 ) 35,735 27.7 0 0.0

△
口 計 129,204 100.0 123,401 1    100・ 0

注 1)ケース 1は、出資金、補助金以外の資金を有利子の借入金とした場合

注 2)ケース 2は、出資金、補助金以外の資金を無利子の借入金とした場合

圧 3)無利子借入れ相当分を補助対象事業費とするためには、補助制度の改正が必要

1, 292億 円 (名 目価格,物価騰貴、建設期間中利息、消費税等を見込む )
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(4)前提条件

第 3種事業の収支採算性を検討する場合の前提条件は、下表に示す とお
り。

成田新高速鉄道第 3種事業の収支採算性検討の前提条件

件条定設

第 3セ クター と仮定

1ノ92樵円 (新線 732億円、施設使用料 67億 円、調査費等

17億円、他社区間負担金工≡二亜董量2

(総事業費―負担金)× 20%(下記補助適用のためには公

的出資比率 50%以上必要 )
ニュータウン鉄道等整備事業費補助

(年利 4.047%、 20年元本均等償還、 うち 5年据置 )

(年利 4.318%、 10年元本均

事業資金フレーム

出 資 金

補 助 金

無利子借入金

負 担 金

政策投資銀行借入金

市中銀行借入金

第 2種事業者の線路使用料

5名 、 1名 当り年間9,000千旦
45,000千 円 (人件費と同額を見込む )

(補助金、負担金による施工分は圧縮する)

総合償却定額法 (40年 )、 残存簿価 10%

使用施設使用料等

減価償去,費

a.新線区間

(家屋 。他償却資産)

b。 その他

固定資産税評価額の 1.4%(土地
。家屋、他償去「資産)

〃   の 0.05%(土地・家屋、成田市の税率を

参考)
〃   の 4.0%(土 地 。家屋 )
〃   の 5.0%(土地)

法人税、事業税、市・県民税 として償却後損益
の 46%

土地…………。1/3

新線構築物…
。当初 5年間 1/3、 その後 5年間 2/3

(指定 トンネルは非課税一本調査では トンネ
ル部の工事

費が微少で明確に区分していないため適用せず )

補助金・負担金による施工分についても圧縮
しない

地価公示価格 ×70%
残存簿価×50%

税

a.固定資産税

b.都市計画税

c.不動産取得税

d.登録免許税

e.法人税等

f.課税標準の特例

g.固定資産税評価額

土 地
家 屋
他償却資産

用地費 0.00%/年
建設費 1.05%/年
人件費 0.69%/年
経 費 1.2%/生

そ の 他

物価騰貴 等

3.403%/年運転資金金利 (短期金利)
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第 2種事業支払線路使用料設定の前提条件
目項 件条定設

事業主体 民間鉄道事業者

事 業 費 成田新高速の整備に伴つて増発する一般特急の車両増備
費用を見込む
7,937.4百 万円 (141.74百万円/両 ×8両 ×7本 )20年に 1
回の更新 (物価騰貴をみる場合は経費の物価騰貴 と同じ
率 )

事業資金 フレーム

市中銀行借入金 (年利 4.318%、 10年元本均等償還、 うち 3年据置 )
増収額 新線整備で期待 される運賃・料金の増加分一

新線整備によるスカイライナー利用者増加に伴 う運賃増
収 (運賃 1,000円 、特急料金 920円 )及び成田空港駅 。第 2
ター ミナルビル駅 。新駅に乗降する一般特急利用者増加分
の運賃。但し、相手先駅が北総 。公団線区間の場合は印藩
日本医大までの運賃。

(百万円/年 )
H22 H27

スカイライナータイプ 3,773 4,229
一般特急 2,287 2,564

計 6,060 6,793

除 消費税 5,771 6,470

増経費 等

人 件 費
a.駅 務 員
b.運転要員
c.運転要員単価
d.保存要員
e.輸送管理要員

6名 (新駅 )
84名 :(列車キロ/173/365)× 2× 1.308(予備率 )
9,036千円/人 。年
71.44円 /車両キロ
6.39円 /車両キロ

平成 34年まで 1/2

経  費
a.駅 経 費
b.電 力 料
c.修 繕 費
d。 その他経費

3,058千円/駅務員 (新駅にかかる経費 )
32.36円 /車両キロ
40.63円 /車両キロ
25.3714円 /車両キロ

平成 34年 まで 1/2

1112成田新高速鉄道の線路使用料の設定

(1)基本的考え方

第 2種事業者の増益分 (下記の増収額―増経費等)を線路使用料として収受するこ
ととする。

なお、消費税については、増収額算出の段階で控除し、増経費算出の段階では考慮

しない。

(2)路線使用料設定の前提条件
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項 目 設 定 条 件

施設使用料

a.成 田空港高速施設使用料

b.空港公団施設使用料

c.北総・公団線施設使用料

750,000千 円/年 (成田空港高速の既存施設 :」 R・ 京成の
未使用分 )

590,000千 円/年 (28,100,000千 円×2.1%:既 存施設使
用料の例 1億円/47.74億 円による)

列車運行に伴 う維持管理費

減価償去「費 車両 (13年、定額法 )

税
a.固定資産税等

b.税 の課税標準の特例措置
c.固 定資産税評価額

車  両
負担工事施設分

第 3種事業と同様 (車両、
車両…当初 5年間 1/2

残存簿価

第 3種事業と同様

他社区間負担工事施設分 )

物価騰貴 等 第 3種事業と同じ
列車キロ

新線経由 スカイライナータイプ

特急 Jヒ畜窓[区r首シクト

北総区間内

冽ヽ /日  km   日     キロ
61× 64.1× 365== 1,427,187

92× 31.8× 365= 1,067,844

92× 32.3× 365= 1,084,634

詮61× 69.3× 365=∠ 1ゝ,542,ab本線経由 スカイライナー0勘D
粉 2,036,7CXl

車両キロ

漸線経由スカイライナータイプ

惚 J岬 ト

北総区間内

キロ 祠辱              キロ

1,2ζ 187× 10    =14271,870
1,067,844× 8   =&542,752
1,吼 6M× 8× 0.6M=5,501,2“

本線経由スカイライナー印 △1,542,965× 10  =△ 15,422“0
粉 12,886,236

注)0.634=A/ (A+B)
A…北総公団線区間を通過する旅客の北総公団線内での人キロ (一般特急 )

B…北総公団線区間に乗降する旅客の北総公団線内での人キロ (一般特急 )

つまり、一般特急の車両キロの うち、北総区間分については、北総内発着旅客の

人キロ (北総の収入対象)と 、北総間を通過する旅客の人キロ (京成の収入対象 )

の比で按分している。
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11.3収支の試算結果
(1)前提条件

前提条件として、物価騰貴について最近の免許事例を参考に過去 10年程度の平均
的な値を設定するケースAと 直近の 2～ 3年の傾向を重視 して、物価騰貴がないケー

スBを考える。

1)ケースA

物価騰貴 :用 地費 0.00%/年
建設費 1.05%/年
人件費 0.69%/年
経 費 1.2%/年

運賃上昇 :5年に 1回  12%
2)ケース B

物価騰貴と運賃上昇がないケース

(2)試算結果

1)ケースA

収支の試算結果は、運賃値上げが前提 どお り順調に実施できれば、出資金、補助金

を除く全ての資金を有利子で借入れたとしても開業後40年以内に累積収支を黒字転

換することができ、第 3種鉄道事業として良好な収支になると予測された。

2)ケース B

収支の試算結果は、運賃値上げがないと仮定すると、出資金・補助金を除くほかの

全ての資金を無利子借入れにしても、開業後40年以内に累積収支を黒字に転換するこ

とはできず、かなり厳 しい結果となった。

ヶ、

日
総事業費に対する資金の害J合

(%)

累積収支

黒字転換年

(開 業 後 )

単年度収支

黒字転換年

(開 業 後)

累積最大欠損額

(億  円)
出資金

補助金

借 入 金 計 損 益 資金 損益 資金 損 益 資金

無利子 有利子

ケー ス A
(資金フレーム

ケース 1)

45.3 0 54.7 100.0 32年 32年 16年 16 年 284 558

ケースB
(資金フレーム

ケース 2)

45.8 54.2 0 100.0 91年 77年 31年 2年 396 0.1

注 1)ケ ース 1は、

注 2)ケース 2は、

出資金、

出資金、

補助金以外の資金を有利子の借入金とした場合

補助金以外の資金を無利子の借入金とした場合
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11.4事業採算上の課題

一般的に鉄道事業の事業採算性を向上させる方策 としては、いくつかの案が考えられ

る。本事業の採算性を考えていくうえで、多くの課題があるが、ここでは、以下の点に

ついて整理する。

1)助成・支援の拡充

本事業の実現のためには、現在制度化 されているニュータウン鉄道等整備事業費補

助制度の適用に加え、負担金等の導入、収支状況に応 じた地方 自治体等が中心となっ

た各種の助成 。支援等を追加的に実施する必要がある。

・沿線開発者または空港設置者の負担金等

・ 自治体等の支援 (新駅整備費用の地元負担、新会社職員の派遣、事務所用施設等

の無償または低額による貸与、公有地の無償または低額による提供等 )

2)金利負担の軽減

本事業は膨大な資金を要 し、着工から開業までの期間も長い。建設期間中や開業後

の金利負担は膨大なものとなるため、低利または無利子の資金を導入すること等によ

り、その軽減を図ることも採算性を確保するために有効な手段 と考えられる。

3)利便性向上に対する利用者負担

本路線整備により、都心から成田空港までの所要時間は約15分短縮される。航空旅

客にとっての時間価値は比較的高いと考えられることから、時間短縮による便益は大

きなものがある。そこで、特急料金の値上げ等によって、本路線の利用者便益の一部

を鉄道事業に充当することも必要と考えられる。

4)施設使用料の設定

成田空港高速鉄道 (株 )の施設使用料については、現在、未使用施設分の使用料が

区分 して定められておらず、また、平成28年 以降については施設使用料そのものにつ

いて定められていない。そのため、ここでは未使用施設の使用料を7.5億 円/年 と設
定してある。

また、空港内施設使用料については、既存施設使用料の例により設定してあり、北

総 。公団線区間の施設使用料については、列車運行に伴 う維持管理費を設定してある。

そこで、今後、施設使用料の設定について、調整が必要 と考えられる。
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11.5感度分析

本路線の採算性は、運賃上昇を 5年に 1回 12%見 込んだケースAで あれば、良好な収
支が確保できるものの、運賃上昇を見込まないケース Bで は、極めて厳 しいと試算され
た。

そこで、運賃改定が困難である状況からケースBを基本にいくつか考えられる収支改
善策の感度分析を行 う。

(1)感度分析のケース設定

1)基本的な考え方

ここでは、 「11.4事業採算上の課題」で示 した各課題に対 して何 らかの条件が設
定されたと仮定して、収支試算を行 う。

いくつかの対応を組み合わせて本路線が採算的に成立する (損益収支、資金収支の

累積が開業後40年以内に黒字転換)条件を示す。

2)個別条件の設定

① 助成 。支援の拡充
助成 。支援の具体的な方策としては事業費の一部に負担金を充当することの効果

について感度分析を行 う。

空港アクセス鉄道に対する負担金の投入比率については特に規定がないが、事例

として、中部国際空港アクセス鉄道では事業費約708億円に対して、約125億 円 (約 2

割)の負担金を導入 している。また、ニュータウン線建設工事に対する開発者負担

の考え方に準 じ、本路線に適用させると仮定した場合には、事業費の約2割が負担

金になると試算された。

そこで、事業採算性の確保のために最低限の負担金導入を図る観点から総事業費

に対する割合を20%、 25%と して試算する。

② 利用者負担
ここでの感度分析では、現行の特急料金の920円 を基準に特急料金を200円 ～300

円値上げした場合の効果について試算する。

③ 金利負担の軽減
①、②を組み合わせた施策を実施しても採算的に成立することが難 しい場合には、

無利子の資金を投入する。
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④ 施設使用料
①、②、③の各施策を組み合わせて行 う感度分析では、現在の成田空港高速鉄道

(株)(NKT)の施設 (現時点でのいわゆる未使用施設)使用料を年間7.5億 円と設
定している。

同社の施設使用料については、平成28年以降の使用料を年間6億円と仮定した場

合についての効果も試算する。

3)感度分析試算のケース

(2)感度分析の結果

(1)で設定した各施策を単独で実施 しただけでは、採算性を確保することは困難で

あるため、いくつかの施策を組み合わせて実施することとした。

1)負担金を総事業費の 20%と した場合
① 特急料金を 200円 値上げ
特急料金を200円値上げしても、累積収支が40年以内に黒字転換するには、さら

に総事業費の20%の無利子資金が必要 となる。

平成28年以降のNKTの 施設使用料が6億円/年 とする場合には、無利子資金の
割合は15%で も累積収支が40年以内に黒字転換する。

② 特急料金を 300円 値上げ
特急料金を 300円値上げしても累積収支が 40年以内に黒字転換するには、無

利子資金は 5%程度必要となる。

平成 28年以降のNKTの 施設使用料が 6億円/年 とする場合には、無利子資
金がなくとも累積収支が 40年以内に黒字転換する。

2)負 担金を総事業費の 25%と した場合 (特急料金 200円 値上げ)
無利子資金が15%導入できれば、累積収支が40年以内に黒字転換する。

平成28年以降のNKTの 施設使用料が6億 円/年 とする場合には、無利子資金の割
合は10%で も累積収支が40年以内に黒字転換する。

ケ算言式析分度感

負担金の割合 無利子資金の割合 特急料金の値上げ NKTの 施設使用料
・総事業費の 20%
・    〃  C)25%

0

総事業費の 5%
〃  σ)10%
〃  の 15%
〃  `D20%

。現行より 200円値上げ
。 〃  300円 値上げ

・H28年以降も 7.5億円/年
・  〃  は 6.0億 円/年
(H27ま ではいずれも

7.5億円)

い :
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(3)ま とめ

本事業が採算的に成立するためには、現行制度による助成に加え、負担金の導入、

無利子融資の実行、特急料金の値上げ等の各方策を組み合わせて実施する必、要がある。

注 1)いずれも2種事業者の運賃上昇、2種・3種事業者の人件費 。経費の物価騰貴は見込んでいない。

2)事業費は、建設費の騰貴、建設期間中の支払金利 (建中金利)を含む。

3)事業費合計は、有利子資金の割合によつて建中金利が変動するため、ケース別に異なる。

4)出資金は 「総事業合計負担金」×20%と し、補助金はその対象建設費に負担金、建中金利等

を含まないため、これ らの額はケース別に異なる。

5)事業費は各構成別に四捨五入 しているため、合計 と一致 しない。

収支採算性感度分析の結果

ケ

ー

ス

感 度 分 析 の 視 点 累積 収 支

黒字転換年

瀾 業 後)

単年度収支

―個 業後)

積

額

＞
癬鮮側

事業費の資金構成 (上段:億円、下段:%)

曝 等。本栓

NKT
施  設
使用料負栓 晦

麟
借 入 金

計 損 益 資 金 損 益 資 金 損 益 資 金

チヨ熙, 「||ニア= 析 llFttL

①
566

45.8

668

54.2

1,234

1∞.0

運賃llp

なし

7.5億
91

ワ
‘
″
‘ 31 2 3% 0.1

②
252

20.0

佃

35.4

252

20.0

308

24.6

1,261

100.0

卿 栓

200円 up

7.5億
35 33 28 10 61 97

③
253

20.0 “

9

35.4

1〔XD

15.0

375

296
1,267

100.0

6.0億円

l128年

鵬

36 34 26 10 85 160

④
256

20.0

450

35.2

64

5.0

509

39.8

1,278

lC0 0

騰 隆

3CXl tt up

7.5億
34 33 16 84 251

⑤
257

20.0

450

35.1

577

44.9

1,284

100.0

6.0億円

け 8年

卿

38 36 18 17 125 338

⑥
316

25.0

418

33.0

190

15.0

341

27.0

1,264

100.0

軸

200円 up

7.5億
34 33 9 10 62 129

⑦
317

25.0

418

32.9

127

10.0

408

32.1

1,269

100.0

6.0億円

08年
鵬

38 35 27
ウ
′
（
υ 198
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第 12章 事業化に際 しての課題整理

12.1早期実現に向けての課題

(1)資金スキーム

本路線は、成田空港の利便性向上の観点からも早期整備が必要である。しかし、従

来の鉄道新線整備の一般的資金スキームのもとでは採算的に成立しない。そこで、事

業の採算性を確保す るため、ここでは負担金による工事や無利子融資等を導入するこ

とを検討 した。

しかし、これ らの具体的な負担者 。融資の主体や財源については未確定のままであ

る。これ らについて、国、県、市町村、新東京国際空港公団、都市基盤整備公団等関

係者の間で早急に調整・確定し、財源確保の方策をたてる必要がある。

また、出資金やニュータウン鉄道等整備事業費補助の地方負担分について各自治体

の負担割合についても調整する必要がある。

(2)事 業主体

本路線の整備方式については、上下分離方式が適当とい うことで関係者の合意を得

ることができたが、上下の事業主体、すなわち運行主体と整備主体については、今後

も調整する必要がある。

1)運行主体
スカイライナータイプの優等特急列車の運行主体は、京成電鉄が適当との合意を得

ることができた。

一般特急についても京成が適当と考えられるが、この場合、都市公団線区間につい

ては、北総 2種 と京成 2種の列車が運行 され、北総線区間については北総 1種 と京成

2種の列車が運行 されることになる。1種 と 2種の列車が同一区間を運行 している事

例は他にもあるが、本路線の場合は共用区間が長 く、かつ両事業者間の運賃格差が大

きい。さらには成田空港と京成高砂から上野間の各駅とは現在の京成本線経由でも行

けることなど、他の事例とは大きく異なった要素を持っている。このため運賃の設定、

北総開発鉄道、都市基盤整備公団との収入 。費用の配分、北総・公団線内の高速化の

ために新たに整備することになる施設や既存の施設使用に対する使用料等の面で、調

整すべき多くの事柄がある。

また、運行主体である 2種事業者の収益 (施設使用料)が整備主体である 3種事業

者の採算性に影響を及ぼすため、施設使用料の設定にあたつて成田空港高速鉄道lalが

所有する既施設未使用分の使用料等の前提条件を調整する必要がある。

摯
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2)整備主体

本路線の整備主体に既存の公的助成制度 (ニ ュータウン鉄道等整備事業費補iリリフを

適用するためには、整備主体の公的出資比率が 50%を超える第 3セ クターであろ 1

とが条件 となる。この場合、新 しい第 3セ クターを設立するか、既存の成田空港 :お 速

鉄道欄を活用する方法が考えられるが、どちらの場合も相当分の公的セクターからの

負担が求められる。

整備主体への出資又は増資については、県及び関連自治体の負担割合の合意 とそれ

に応 じた財源措置が必要である。さらにそれ以外の出資者についても特定していく必

要がある。

成田空港高速鉄道 (株 )を活用する場合には、現在の経営状況を勘案 しつつ、収支

採算性をさらに精査 し、現在の株主等関係者に対して十分な説明を行い、合意を得る

必要がある。

また、整備主体の安定的な経営のためには、予定される施設使用料の確保が必要で

あるが、外的要因等により2種事業者の増収益が計画どお り達成されない場合につい

ての方策も検討 しておく必要がある。

(3)住 民総意の形成

鉄道新線整備は、一般的に総論では賛成される。 しかし、新線の沿線の住民、土地

所有者は反対をする場合もある。また、本路線は自然の豊かに残る田園地帯と印格沼

を通過することもあ り、環境面からの配慮を要望する声も強まると考えられる。用地

確保等による整備の遅れは、単に整備期間を延ばすだけでなく金利負担の増大から事

業費の増嵩をきたす。住民への事前の説明等により整備への賛意を住民の総意 として

形成 していく必要がある。

なお、新駅整備に対する要望が強い場合は請願駅 として整備することも考慮 して、

住民の意見を集約 していくことが必要である。

(4)需要の喚起

本路線は成田空港と良好な住宅地・業務地を持つ千葉ニュータウンとを高速で結ぶ

ことになる。

空港従業者用の住宅や、空港進出企業の業務施設等の誘致を行なうなどによつて、

積極的に本路線の輸送需要を喚起する必要がある。



12.2事業計画上の課題

(1)運行計画

前述 したように、スカイライナータイプ及び一般特急の運行主体については、京成

電鉄が適当であると合意が図 られたが、運行計画については、運行主体である京成電

鉄が検討を行 うこととなるが、運行計画は施設計画と直結するものであるため、早い

時期から施設を保有する事業者 (北総開発鉄道、都市基盤整備公団、成田空港高速鉄

道)と の十分な調整・協議が必要である。関係事業者 との調整・協議にあたり、今後、

既存ス トックの有効利用、将来の輸送力増強に配慮 した施設計画等の検討が必要であ

る。

また、一般特急の停車駅については、北総 。公団線の急行停車駅を考慮 し、速達性、

利便性、需要等の面から設定を行つたが、施設計画に関連するものであるため、早い

時期から運行主体 となる京成電鉄と関係事業者 との調整・協議が必要である。

(2)新線区間の基礎調査

印藩 日本医大から土屋間の路線計画については、概ね印格沼の中央部を横断するル

ー トが有力なルー トとして位置付けられた。ルー ト選定にあたり、土地利用、地形、

地質、自然公園地域、周辺住宅地の環境、埋蔵文化財等の観点から比較・検討を行つ

たが、主に既存文献をベースとした比較・検討であり、今後、環境調査、ボー リング

調査等の基礎調査を進め、その結果に基づき、ルー トや構造形式等鉄道計画の深度化

を図つていく必要がある。

また、中間駅については、需要や列車運行上の面から成田線 (我孫子方)交差部付
近に成田NT北 新駅を設けることとしたが、他候補地の設置可能性については、将来
の需要動向を踏まえ検討 していく必要がある。

(3)事業費の精査

事業費の算出にあたっては、構造形式、施工方法等についてはこれまでの施工実績

等を基に想定したものであ り、関係機関との協議は行つていない。今後、基礎調査の

実施、関係機関との協議 とともに、併行 して概略設計を進め、事業費について精査を

行 う必要がある。

h
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成  田  新  高  速  鉄  道
事 業 化 推 進 検 討 委 員 会 規 約

(目 的 )

第 1条  この委員会は、成田新高速鉄道の事業主体が確立するまでの間、事業推進
母体として早期事業化に向けた具体策の協議 。検討を行 うことを目的とする。

(名 称 )

第 2条  この委員会は、成田新高速鉄道事業化推進検討委員会という。

(所掌事項 )

第 3条  この委員会は、次に掲げる事項を所掌する。
(1)ルー ト、技術的課題等の検討

(2)事業主体・事業手法、資金調達方法等の検討

(3)そ の他事業化に必要な事項

(委員会の構成 )

第 4条  委員会は、別表の委員会の欄に掲げる職にある者をもって構成する。

(役員 )

第 5条 委員会に委員長を置く。
2 委員長は、委員会を総括する。
3 委員長は、千葉県企画部長の職にある者をもつて充てる。

(委員会の開催 )

第 6条 委員会は、委員長が招集し、主宰する。
2 委員長に事故あるときは、委員長が指名する者がその職務を代理する。
3 委員長は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、意見を聴取する
ことができる。

(幹事会の設置)

第 7条  委員会の円滑な運営を図るため、幹事会を設置する。
2 幹事会は、別表の幹事会の欄に掲げる職にある者をもって構成する。
3 幹事会に幹事長を置く。
4 幹事長は、千葉県企画部交通計画課長の職にある者をもって充てる。
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(幹事会の開催 )

第 8条 幹事会は、幹事長が招集し、主宰する。
2 幹事長に事故あるときは、幹事長が指名する者がその職務を代理する。
3 幹事長は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求め、意見を聴取する
ことができる。

(専門部会 )

第 9条 幹事長は、具体的な検討を進めるため、必要に応 じて専門部会を設置する
ことができるものとする。

2 専門部会の検討議題、構成メンバー等は、その都度、幹事長が決定する。

(専門部会の開催 )

第 10条  専門部会は、幹事長が招集 し、主宰する。
2 幹事長に事故あるときは、幹事長が指名する者がその職務を代理する。

(庶務 )

第 11条  委員会の庶務は、千葉県企画部交通計画課において処理する。

(委任 )

第 12条  この規約に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員

長が定める。

附 則
この規約は、平成 12年 3月 23日 から施行する。

蠣
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別  表

成田新高速鉄道事業化推進検討委員会の構成

備考 委員長は、この表に定めるもののほか、必要に応じて委員又は幹事を加える

ことができる。

構成団体 委員会 幹事会

国土交通省航空局 新東京国際空港課長 課長補佐

航空企画調査室長 課長補佐

国土交通省鉄道局 都市鉄道課長 課長補佐

財務課長 課長補佐

施設課長 課長補佐

千葉県 企画部長 地域政策課長

空港地域振興課長

交通計画課長

都市部長 都市政策課長

企業庁
ニュータウン整備部長 管理課長

沿線の関係自治体 成田市長 企画課長

白井町長 企画課長

印格村長 企画課長

新東京国際空港公団 理  事 企画室長

成田空港高速鉄道株式会社 常務取締役 審議役

都市基盤整備公団 理 事 (鉄道担当) 交通業務課長

千葉ニュータウン

事業本部長

千葉ニュータウン事業本部

事業部事業計画第一課長

北総開発鉄道株式会社 代表取締役社長 取締役企画室長

京成電鉄株式会社 常務取締役

(鉄道本部長)

鉄道本部付部長

東日本旅客鉄道株式会社 総合企画本部

投資計画部長

総合企画本部

投資計画部課長
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